
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

平成 31年度 事 業 報 告 書

特定土宣型活動云人リチェーンサポー ト

事業の成果

設立初年度にあたる平成 31年度は、設立後の諸手続きを行 うと共に、イベント等での情報の
発信、レクリエーション活動、無就業者への雇用機会の思案など、定款第 5条に掲げる各種事業の

展開も随時行ってまいりました。

令和 2年度は、上記事業の更なる展開・拡大を行っていくことで、社会教育の推進及び就労の
支援を図り、公益に寄与してまいります。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【  0  】千円)
定款
さ
事

に記載
れた
業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

就労、就職、
労働環境等に
ついての相談
及び支援に関
する事業

学生、高齢者 の
方 々を中心 とし
た、電話、メール
等による就労、就
職に関する悩みや
相談の受付

週 2回

法人

事務所内 2名

就労について

の悩みや、就職

を希望 してい

るといつた学

生、高齢者の

方々

10人 /月 0

情報技術、コ
ンピュータ技
術等について

鋼事`支毀
び情報の提供
に関する事業

就労、就職に有用
である新しい情報
技術、コンピュー
タ技術等に関する
調査、研究及びホ
ームページによる
情報の提供

通年
法人

事務所内

2名

情報技術、コン

ピュー タ技術

等に興味のあ

る一般市民

不特定多数 0

就労、就職に有用
である新しい情報
技術、コンピュー
タ技術等に関する
知識の向上、技術
の習得を目的とし
たセ ミナーの企
画、実施

月 1回

東京都及

び周辺地

域の公共

施設等

3名

就労 している

方々及び就職

を希望 してい

る方々

30人/回 0



式 13 28

平成31年度 活動計算書

平成 31年 4月 1日 か ら令和 2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人リチェーンサポー ト

円 )

科
日

【 金 額

0

8.697 8,697

０

０

０

０

０

０

8 697

0

0

8,697
0

8,697
0

8.697

1 受取会費
賛助会員受取会費
2 事業収益
就労、就職、労働環境等についての相談

及び支援に関する事業収益
情報技術、コンピュータ技術等についての

調査、研究、教育、支援及び
情報の提供に関する事業収益

3 受取寄付金
受取寄付金
経常収益計
経常費用
1 事業費
(1)人件費
給料手当
人件費計
(2)そ の他経費
旅費交通費
消耗品費
賃借料
支払負担金
支払報酬
雑費
その他経費計
事業費計
2 管理費
〈1)人件費
役員報酬
人件費計
(2)そ の他経費
会議費
通信費
その他経費計
管理費計
経常費用計
当期経常増減額
経常外収益
経常外費用
税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
設立時正味財産額
次期繰越正味財産額

Ⅲ

Ⅳ

Ⅱ

経常収益

(



書式第 15号 (法第28条関係)

平成31年度 貸借対照表

令和 2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人リチェーンサポー ト

(単位 :円 )

科
日

【 金 額

I 資産の部

1 流動資産
現金預金

現金手元有高

普通預金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
固 定 資 ■

―一́●
〈
ロ

産

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
役員借入金

預り金

短期借入金

流 動 負 債 △

△

計

計

　

　

　

計

2 固定負債
固 定 負 債

負  債  合

Ⅲ 正味財産の部
設立時正味財産額

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

4,710

3,987

8,697

8,697

0

8,697

8,697

8,697



平成31年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人 リチェーンサポー ト
重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一
部改正 NPO法人会計基準協議会)に よっています。

2.事 業別損益の状況
円

科 目

就労、就職、労
働環境等につい
ての相談及び支
援に関する事業

情報技術、コン
ピュータ技術等に
ついての調査、
研究、教育、支援
及び情報の提供に
関する事業

事業部門計 管理部門 合計

0

8,697
0

0

8,697
0

8,697 8,697

０

０

０

０

０

０

０

8 697 8 697

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄付金
3.事業収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
役員報酬
人件費計
(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
消耗品費
賃借料
支払負担金
支払報酬
雑費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



書式第 17号 (法第28条関係)

平成31年度 財産目録

令和 2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人リチェーンサポー ト

(単位 :円 )

科
日

Ｈ 金 額

I 資産の部
1 流動資産
現金預金

手元現金

銀行普通預金

流 動 資 産

2 固定資産
固 定 資 産

合  計

′ゝ  詈■
「
,   口|

計^  F艦
  ヘ́

貝   圧   ロ

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
流 動 負 債

2 固定負債
固 定 負 債

合 計

合 計

ヨ■
口I

=たに

負  債  合

正  味  財

4,710

3,987

8,697

8,697

8,697



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

平成 31年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏各及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事来年度における報酬の有無を記載した名簿)

盤趣撻量堕勘塗上堕菫堕圭壁」i=土

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

氏    名

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)

1 ⌒

Ч聖聟 監事

(タナカ ヒロシ)

田仲 広志

平成 31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

2
〇 ・監事

(オ村ワカガヒロ)

大沢 一弘

平成 31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年  月 日

日年   月

3 廼D・ 監事
(オオハフ

大原

平成 31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

4 (憂>監事
(コハ
゛
ヤシ タ
゛
イスク)

小林 大輔

平成 31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

5 G垂>監事
(カワク
゛
チ タ
゛
イサク)

川口 大作

平成 31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月

月

日

日年

6 逢菫)監事
(タサ
゛
フ リョウタ)

田澤 諒太

平成 31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年  月  日

年  月  日

7
(ョ〉監事

(スス
゛
キ ヨウスケ)

鈴木 陽介

平成 31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月

月

日

年 日

8
(E)・ 監事

(フエキ タカユキ)

笛木 貴之

平成 31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年  月  日

年 月 日

9 ∈憂>監事
(カタタ
゛
 カス
゛
ヤ)

堅田 一也

平成 31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年 月

月

日

日年

10 C萎》監事
(コイケ カス
｀
卜)

小池 和人

平成 31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年  月 日

日年 月



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

11 く晨>監事
(シカ
゛
カガト)

志賀 一人

平成 31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

12 理事 く )

(ヨシオカカガマ)

吉岡 壱馬

平成 31年 4月 1日

令和 2年 3月 31日

年

年

月

月

日

日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

墨E菫土菫壺」星勘土塾Lユニ‐
=金
壁」i=L上

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 田仲 広志

2 大沢 一弘

3 大原 啓右

4 小林 大輔

5 吉岡 壱馬

6 川 口 大作

7 田澤 諒太

8 鈴木 陽介

9 堅田 一也

10 笛木 貴之

11 志賀 人

12 小池 和人


